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 1995年1月の兵庫県南部地震の際にポートアイランドにおいて，地表付近で水平動成分が減

衰するとともに鉛直動成分が増幅するという地震動が観測された．ポートアイランドの地盤と

基礎免震工法建物における地震動伝播挙動に類似性があることから，いくつかの基礎免震工法

建物での地震動伝播状況をとりまとめるとともに，ポートアイランドの地盤の地震応答解析を

行うことによって，上記の地震動の発生原因の推定を行った．その結果，兵庫県南部地震の際

にポートアイランドの地盤内の軟弱粘性土層が免震工法建物にある免震装置と同等の作用をも

たらしたことが推察された．  
 

     Key Words : Seismic motion, Port island, seismic base isolation building, similar propagating 
behavior, similar stiffness structure, soft clay layer, seismic base isolation device 

 
 
 

 １．はじめに 
 
 近年，わが国では大地震が度々発生し様々な被害
が発生している．兵庫県南部地震でポートアイラン
ドでは液状化などの様々な被害を被った．そのポー
トアイランドにおいて地表付近で地震動の鉛直動成
分が増幅するとともに水平動成分が減衰するという
地震動が観測された．ポートアイランドの地盤と基
礎免震工法建物の地震動伝播挙動に類似性があるた
め 1)，はじめにいくつかの基礎免震工法建物での地
震動伝播状況をとりまとめ，次にポートアイランド
の地盤の地震応答解析を行うことによって，ポート
アイランドで観測された地震動の発生原因の推定を
行った． 

 

 

２．ポートアイランドでの地震動の記録の概要 
 
図-12)3)はポートアイランドにおいて観測された

地震動の記録である．地表近くで鉛直動成分が急激
に約 3 倍大きくなり，水平動成分が約 0.6 倍と小さ
くなっている．地震計設置地点の土層構成と N 値
分布と地震計設置状況を図-24)に示す．N 値分布を
見ると，G.L.-16 ｍ付近の埋立土層に N 値が急激に
低くなっている部分がある．この部分に軟弱な粘性
土層が存在し，これが原因でこのような地震動が観

測されたことが推定される．なぜなら後述の基礎免
震工法で建てられた建物でよく観測される地震動と
免震基礎の関係に似ているからである 1)． 

 

 

３．基礎免震工法建物の地震動観測記録 
 

(1) 対象建物の概要と地震計設置位置 

 今回調査対象とした基礎免震工法建物は表-1 に

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0 300 600 900

最大加速度値（gal) , 倍率（×10
-2
）

深
さ
（
m
）

NS（Acc)

EW(Aｃｃ）

UD(Aｃｃ）

EW(倍率)

NS(倍率)

UD(倍率)

図-1 ポートアイランドの最大加速度分布と倍率 2)3) 
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図-2 地震計設置点と土質柱状図4) 

 

 

 

示すように，WEST ビル 5)，(株)松村組技術研究所

研究棟 5)，小金井社宅 5)，東北大学構内実験棟 5)6)7)，  

(株)奥村組筑波研究所管理棟5) 6)の以上5つである． 

 

図-3 奥村組技術研究所研究棟の概要図6) 
 
 

 

 
WESTビル5) は，延べ床面積が46,000m2を超える

国内最大規模の免震建物(柱SRC造，はりS造6階建)
であり，免震層を基礎と1階の間に設けている．こ 

X

Y

Z

X

建物名 構造種別 階数 延床面積 免震部材 固有周期(s)
鉛プラグ入り積層ゴムアイソレータ54個 3.3

WESTビル5) SRC造 6階建 46823.09m2 天然ゴム系積層ゴムアイソレータ66個
鋼棒ダンパー44個

(株)松村組技術研究所 RC造 3階建 480.00m2 高減衰型積層ゴムアイソレータ8個
研究棟5)

小金井社宅5) RC造 3階建 714.3m2 鉛プラグ入り積層ゴムアイソレータ16個 1.9
天然ゴム系積層ゴムアイソレータ4個

東北大学免震実証建屋5) RC造 3階建 417.14m2 天然ゴム系積層ゴムアイソレータ 1.43
オイルダンパー 在来工法建物ではX方向：0.28,Y方向0.23

(株)奥村組筑波研究所 天然ゴム系積層ゴムアイソレータ25個 X方向：1.11～1.25，0.13～0.17，0.07～0.08
管理棟5) RC造 4階建 1330.10m4 鋼棒ダンパー12個 Y方向：1.11～1.25，0.07～0.08

Z方向：0.08，0.05～0.06

表-1 免震建物の概要及び固有周期

建物名 階建 地震名 震度 発生年月日 規模 震央距離

(震源距離)
WESTビル

5)
地上6階 兵庫県南部地震 Ⅴ 1995年1月17日5時46分 M=7.2 30km
塔屋2階 (35km)

(株)松村組技術研究所 研究棟：地上3階 兵庫県南部地震 Ⅴ 1995年1月17日5時46分 M=7.2 30km
研究棟及び管理棟

5)
管理棟：地上3階 (35km)

小金井社宅 免震：地上3階 浦賀水道地震 Ⅴ 1992年2月2日4時4分 M=5.9 58km
免震建物・耐震建物

5)
耐震：地上3階 (110km)

東北大学免震実証建屋 免震：地上3階 福島県沖地震 Ⅳ 1987年2月6日22時16分 M=6.7 168km
免震建屋・在来建屋

6)7)
在来：地上3階 (171km)

(株)奥村組筑波研究所 地上4階 茨城県南西部地震 Ⅳ 1987年6月30日18時17分 M=5.1 11km
管理棟

6) (56km)

表-2 免震建物で地震動を観測した地震の諸元 
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図-4(a) WEST ビル 
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(4階は屋上を示す． )

 
 

図-4(b) 松村組技術研究所研究棟 
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図-4(c) 小金井社宅 
 

0 40 80
0

1

2

3

4

階
数

最大加速度 (gal)

▲

●

■

EW
NS
UD▲

●

■

EW
NS

▲

●

■

EW
NS
UD▲

●

■

EW
NS

●●●●

 
 

図-4(d) 東北大学構内実験棟 

 

地震名 建物名 地震観測位置

東西(EW) 南北(NS) 上下(UD)
1995年1月17日 ６階 103(0.34) 75(0.29) 377(1.77)
兵庫県南部地震 WESTビル

5) 1階 106(0.35) 57(0.22) 193(0.9)
(神戸震度5) 基礎 300(1.0) 263(1.0) 213(1.0)

1995年1月17日 (株)松村組技術研究所 屋上 273(1.03) 198(0.73) 334(1.44)
兵庫県南部地震 研究棟

5) 1階 253(0.95) 148(0.54) 266(1.15)
(神戸震度5) 基礎 265(1.0) 272(1.0) 232(1.0)

1992年2月2日 ３階 24.51(0.45) 44.12(0.38) ―
震源：東京湾 小金井社宅

5) 1階 24.11(0.42) 41.11(0.36) 24.69(1.25)
(東京震度5) 基礎 57.46(1.0) 115.07(1.0) 20.24(1.0)

1987年2月6日 ４階 35.76(0.88) 31.84(0.71) ―
震源：福島県沖 東北大学構内実験棟

7) 1階 35.41(0.85) 27.51(0.62) 45.15(1.28)
(仙台震度4) 基礎 41(1.0) 45(1.0) 34.56(1.0)

1987年6月30日 屋上 25.8(0.43) 20.5(0.1) 38.8(1.08)
震源：茨城県南西部 (株)奥村組筑波研究所 ３階 18.4(0.31) 12(0.06) 39.7(1.11)

（柿岡震度4） 管理棟
6) 1階 29.4(0.50) 16.6(0.06) 42.1(1.17)

基礎 59.3(1.0) 202.5(1.0) 35.9(1.0)

最大化速度（gal)　（カッコ内は倍率）

方向

  表-3 免震建物における地震動観測結果 8) 
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図-4(e) 奥村組筑波研究所管理棟 
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図-5(a) WEST ビル 
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図-5(b) 松村組技術研究所研究棟 

 
の建物では，基礎と1階と6階に地震計が設置されて

いる． 
次に，(株)松村組技術研究所研究棟 5) は，震源の 

北東 35km に位置するこの建物は，免震建物である

研究棟と耐震建物である管理棟が隣接している．免

震装置は基礎と 1 階の間にあり，地震計は基礎
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図-5(c) 小金井社宅 
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図-5(d) 東北大学構内実験棟 
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図-5(e) 奥村組筑波研究所管理棟 

 

と 1 階に設置されている． 
小金井社宅 5) については，この場合も前記と同じ

く，免震建物と耐震建物が隣接している．免震装置 
は基礎と 1 階の間にあり，地震計は基礎と 1 階と 3
階に設置されている． 
東北大学構内実験棟 6) については，この実験棟は，
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同一形状・規模の建物を，並べて 2 棟建設し，比較

のために免震工法と在来工法によって建設されてい

る．免震装置は基礎と 1 階の間，地震計は基礎と 1
階と 4 階に設置されている． 

(株)奥村組筑波研究所管理棟5) については，この

建物(図-3)は，RC造4階建，軒高13.75m，平面形は

一部階段室が突出しているが，長辺（東西）方向が

20.4m，短辺（南北）方向が15.0mの長方形である．

短辺方向は両側面にほぼ均質に耐震壁が設置され，

壁量も比較的多い剛性の高い架構である．長辺方向

は用途上の制約から壁が少なく，耐震壁も偏在して

いるが，柱幅を広げて偏心を少なくするように配慮

されている．この建物では基礎地盤と1階床の間に

免震装置が装着され，1階から上部の部分が免震装

置によって支持されている．ここで用いられている

免震装置は固有周期伸長機構としての積層ゴムと減

衰機構としての弾塑性ダンパーを組み合わせたもの

である．地震計は基礎と1階と3階と屋上にある． 

 

(2)各免震建物とその増幅倍率と最大加速度 

表-2 の地震で観測された加速度については表-3

に示す 8)．WEST ビルと(株)松村組技術研究所研究

棟は兵庫県南部地震で観測されたものであり，2 つ

とも震度 5 の地域であった．小金井社宅は浦賀水道

を震源とするもので，震度 5 の地域であった．東北

大学構内実験棟は福島県沖地震で，震度 4 の地域で

あった．(株)奥村組筑波研究所管理棟は茨城県南西

部地震で震度 4 の地域であった． 

a) 免震建物における最大加速度の高さ方向分布 

図-4(a)～(e)に基礎免震建物における加速度の高

さ方向分布を示す 8)．基礎部では 5 つの建物で鉛直

動成分(UD)が水平動成分(EW，NS)より小さいが，

免震基礎の上の 1 階から上方ではその関係が逆転し

て鉛直動成分(UD)が水平動成分(EW，NS)より大き

くなっており，しかも水平動成分が減衰して，鉛直

動成分が増幅している 8)． 
b) 基礎免震建物の各階における最大加速度の基礎 

の最大加速度に対する倍率 
各建物の基礎部分とそれぞれの階の最大加速度

EW 成分，NS 成分，UD 成分の大きさの比較を行う
ため，倍率を求める．この倍率は各階の最大加速度
を基礎の最大加速度で除したものであり，表-3 の
カッコ内と図-5(a)～(c)に示す．5 つの建物に共通
して次のことがいえる 8)． 

松村組技術研究所研究棟屋上の EW 成分を除いて，
いずれの建物でも 1 階から上方では水平動成分(EW，
NS)が 1 以下に減衰している．また，WEST ビルの
1 階を除いていずれの建物でも鉛直動成分(UD)が 1
以上に増幅している． 
 なお，いずれの建物でも 1 階より上の階での倍率
は NS 成分が最も小さく，次に EW 成分が大きく，
UD 成分が最も大きいが，この傾向は建物の剛性の
分布や地震の特性などに関係するのかも知れない． 

WEST ビルでは，基礎で UD 成分の最大加速度が

一番小さい値を示している．しかし，倍率をみると

6 階では UD 成分の倍率がかなり大きな値を示して 

(No.は表-4 の土層番号) 
 

図-6 解析モデル 

 

 

図-7(a) ポートアイランド記録(NS 成分)10) 

 

図-7(b) ポートアイランド記録(UD 成分)10) 

 

いる．(株)松村組技術研究所研究棟では，基礎では

UD 成分の加速度が最も小さいが，1 階と屋上では

ともに UD 成分の倍率が大きな値を示している．小

金井社宅では，全階で NS 成分の加速度が大きいが

倍率では UD 成分が最も大きな値を示している．東

北大学構内実験棟では，基礎で NS 成分の加速度が

最も大きいが，上階では UD 成分の倍率が最も大き

な値を示している．(株)奥村組筑波研究所管理棟で

は，基礎で UD 成分の加速度が一番小さいが倍率は

1 階以上の階で UD 成分が水平動成分より大きな値

を示している． 

 

(3) 基礎免震建物における地震動のまとめ 

以上に述べてきたように，免震工法建物では免震

装置がある基礎を境にして上方に向かって鉛直動成 
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No. 土層 ポアソン比 単位体積重量 初期せん断弾性係数 初期減衰定数 材料特性曲線 厚さ

1 埋立土層-1(砂礫) 0.480 2.0(t/m3) 19.6(MPa) 5.0(%) SAND40kPa 4m
2 埋立土層-2(砂礫) 0.495 2.0 57.8 5.0 SAND150kPa 9m
3 埋立土層-3(礫混じり砂) 0.490 2.0 88 5.0 SAND200kPa 3m
4 埋立土層-4(粘性土層) 0.490 1.6 3 5.0 CLAY200kPa 1m
5 埋立土層-5(礫混じり砂) 0.490 2.0 88 5.0 SAND200kPa 1m
6 沖積粘土層(沖積粘土) 0.488 1.4 45 5.0 CLAY250kPa 10m
7 洪積粘性土・砂質土層(砂・シルト) 0.482 1.8 108 5.0 S-C300kPa 10m
8 第一洪積砂礫層(礫混じり砂・砂) 0.477 2.0 216 5.0 SAND400kPa 25m
9 洪積粘土層(洪積粘土) 0.482 1.8 166 5.0 CLAY600kPa 20m

10 第二洪積砂礫層(礫混じり砂) 0.487 2.0 205 5.0 SAND700kPa 4m
11 沖積粘土層Ⅱ(沖積粘土) 0.488 1.4 45 5.0 CLAY20kPa 10m
12 洪積粘性土Ⅱ・砂質土層(砂・シルト) 0.482 1.8 108 5.0 S-C100kPa 10m
13 第一洪積砂礫層Ⅱ(礫混じり砂・砂) 0.477 2.0 216 5.0 SAND300kPa 25m
14 洪積粘土層Ⅱ(洪積粘土) 0.482 1.8 166 5.0 CLAY400kPa 20m
15 第二洪積砂礫層Ⅱ(礫混じり砂) 0.487 2.0 205 5.0 SAND650kPa 4m
16 沖積粘土層Ⅲ(沖積粘土) 0.488 1.4 45 5.0 CLAY20kPa 10m
17 洪積粘性土・砂質土層Ⅲ(砂・シルト) 0.482 1.8 108 5.0 S-C100kPa 10m
18 第一洪積砂礫層Ⅲ(礫混じり砂・砂) 0.477 2.0 216 5.0 SAND300kPa 25m
19 洪積粘土層Ⅲ(洪積粘土) 0.482 1.8 166 5.0 CLAY400kPa 20m
20 第二洪積砂礫層Ⅲ(礫混じり砂) 0.487 2.0 205 5.0 SAND650kPa 4m

表-4 解析定数(No.は図-2の土層番号，物性値は文献 3),11)の修正値) 
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図-8 せん断弾性係数比 11) 

 

 

分が大きくなるとともに，水平動成分は小さくなる． 

ポートアイランドの場合は軟弱粘性土層より上方で

は鉛直動成分が大きくなり，水平動成分が小さくな

っている．基礎免震建物の地震動伝播挙動を参考に

すると，ポートアイランドでは軟弱粘性土層が免震

装置の役割を果たしたことが推測される．従って，

ポートアイランドで観測された加速度の増幅特性は

各基礎免震建物の増幅特性と類似であると考らえる
8)． 

 

 

 

 

図-9 減衰定数 11) 

 

 

４．ポートアイランドの地震応答解析 
 これまでにまとめたポートアイランドで観測され

た地震動について，実際にポートアイランドで観測

された実地震波形を入力し地震応答解析を行い，基

礎免震工法建物の地震動伝播との関連性について検

討する． 

 
(1) 地震応答解析の概要 

今回の地震応答解析は micro FLUSH9)を用い，図-

6 のような左右対称の解析モデルを作成して解析を
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図-10 100cm/s2入力時の最大加速度 
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図-11 100cm/s2入力時の倍率 
 
行った．解析に用いた入力地震波はポートアイラン

ドで実際に観測された G.L.-83m 地点の NS 成分と

UD 成分の波形(図-7(a), 図-7(b)) 10)であり，最大

値を水平方向加振時に 100cm/s2 および 300 cm/s2 と

し，鉛直方向加振時に 100cm/s2 および 187cm/s2(観
測値)として解析モデル底面から入力した．対象と

した解析モデルの地盤特性は表-4 と図-8, 図-9 に

示す．但し，この物性値は文献 3)，11）を修正し

て使用した． 
 
(2) 地震応答解析結果 12） 

 図-10 と 図-11 は 100 cm/s2 入力時の結果であり，

それぞれ水平動成分(NS 成分波形による水平方向加

振時)と鉛直動成分(UD 成分波形による 鉛直方向加

振時)の最大加速度と，モデル底面の加速度を 1.0 と

したときの倍率である．ここで，水平成分加速度は

G.L.-16m 付近から上方に向かって大きく減衰(地表

面で約 0.98 倍)，鉛直成分加速度は G.L.-16m 付近

より上方では増幅(地表面で約 6.2 倍)している．図-

12 と図-13 は 300 cm/s2(水平方向加振)入力時と 187 
cm/s2(鉛直方向加振)入力時の結果である．水平成分 
加速度は G.L.- 16m付近から上方に向かって大き減

衰(地表面で約 0.5 倍)し，鉛直成分加速度は G.L.- 
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図-12 187cm/s2及び 300 cm/s2入力時の最大加速度 
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図-13 187cm/s2及び 300 cm/s2入力時の倍率 
 

16m付近まではほぼ同じような大きさであるが，そ 

れより上方では増幅(地表面で約 5.8 倍)している． 
なお，せん断ひずみは図-10 と図-12 の両解析に

おいて G.L.-16m 付近で局部的に大きい値を示すと

ともに，その水平方向加振時と鉛直方向加振時の値

には約 2 桁の違いがあり後者の方が小さい． 
 

 

５．結論 

 
 以上に述べたことを次にまとめる． 

1) 免震工法建物では免震装置がある基礎を境にし

て上方に向かって鉛直動成分が大きくなるとともに，

水平動成分は小さくなる．ポートアイランドの場合

は軟弱粘性土層より上方では鉛直動成分が大きくな

り，水平動成分が小さくなっている．基礎免震建物

の地震動伝播挙動を参考にすると，ポートアイラン

ドでは軟弱粘性土層が免震装置の役割を果たしたこ

とが推測される．従って，ポートアイランドで観測

された加速度の増幅特性は各基礎免震建物の増幅特

性と類似であると考らえる． 

2) ポートアイランドの地震動伝播挙動の解析を行

った結果，軟弱粘性土層を境界にして，鉛直動成分
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が増幅し水平動成分が減衰することが分った．また，

入力加速度が大きくなるとそれに伴って地盤の歪非

線形性が大きく生じて，水平成分の倍率及び鉛直成

分の倍率は小さくなることが分った．よって，兵庫

県南部地震の際に軟弱粘性土層が免震工法建物にあ

る免震装置と同等の作用をもたらしたと考えられる． 

3) ポートアイランドと基礎免震建物の地震動挙動

の類似性が発生したのは，ポートアイランドの砂層

と粘土層からなる地盤系が，水平震動に対しては粘

土層が極軟弱化して長周期化するとともに，鉛直震

動に対しては粘土層が薄いため剛性が比較的大きく

短周期状態にあり，粘土層の地震後の剛性が免震建

物の免震基礎の小さいせん断剛性と鉛直方向の大き

い剛性に類似になったためではないかと推察される． 

 

 

６．あとがき 
 

地震応答解析によってポートアイランドで液状化

が発生して水平震動が減衰し鉛直震動が増大する地

震動伝播現象が調べられているが，今回基礎免震建

物でも同様の現象が生じているので，比較的 N 値

の大きい砂層の下の薄い粘土層が基礎免震工法の免

震装置に相当したのではないかと考えて地震応答解

析を行ったところ，実際と同様な地震動伝播現象が

みられた．しかし，実際に観測された地震動の倍率

よりも大きいので，より正確な物性値で解析する必

要があると考えられるし，今回の１つの解析結果だ

けで断定できないので，今後検討事例を増やすとと

もに液状化の影響との関係を調べる予定である． 

ポートアイランドと基礎免震建物との間に類似性

が再確認できたならば，今回解析モデルとしたよう

な地盤構造のところでは鉛直震動が増大することが

あるので，それに適した工法（例えば地盤改良工法

等）の開発が必要になると考えられる．また，これ

までは主に水平震動に対する対策が考えられてきた

が，地盤が免震装置の役割をもつなら，地盤そのも

のを使って地震時の水平震動を抑えることが出来る

筈であり，その地盤につくる構造物には鉛直震動対

策をするだけで今までよりも大幅に地震被害を小さ

くすることができると考えられる．  
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A consideration of effect of ground upon propagating behavior of seismic motion in the 
Port island during the 1995 Hyogoken-nambu earthquake. 

 
Makoto Nasu, Yaichi Mimura 

 
 The attenuation of horizontal component and the amplification of vertical component of the seismic 
motion had been observed in the vicinity of the ground surface of the Port island during the 1995 
Hyogoken-nambu earthquake. This behavior in the Port island is similar to the behavior of seismic 
motion propagation in buildings with a seismic base isolation system. First the observed seismic records 
in the buildings have been summarized, and next the seismic response analyses of the ground in the Port 
Island have been carried out. As a result, it has been presumed that that a thin and very soft clay layer 
within the ground of the Port island had demonstrated the same effect as a seismic base isolation device 
in the building during the Hyogoken-nambu earthquake. 


